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要旨 懸賞広告について、主要諸国の民法は、等しくこれを承認している。これに対し
て中国民事法においては、懸賞広告についての規定はいまだ空白状態であると言っても
過言ではない。現実の社会において懸賞広告のような規定は、１つの情報提供手段とし
て溢れており、その内容は多種多様である。例えば遺失物・行方不明者の捜索者に謝礼
を与える旨の広告、懸賞図案、懸賞小説募集の広告、クイズの解答者に賞品を授ける旨
の広告等である。したがって、現代の中国においては、実際上懸賞広告は非常に積極的
な意義と価値を有するものなのである。しかし、中国の場合は中国民事法において懸賞
広告に関する明確な規定が存在しないのが現状であり、法律に定めがないため、トラブ
ルが発生したとき、それを根本から解決することはできない。よって、懸賞広告の紛争
事件についてどのように考え、またどのように処理したらよいのかという問題は、民商
法学界においても、また実務においても重要な課題である。懸賞広告について立ち入っ
た研究と分析をしなければならない。そこで本稿では、懸賞広告がどのような行為であ
るのか、さらに、このような法律行為をいかなる基準に基づいて解決すればよいのかを、
日本民法と中国法学界の観点を結合しながら検討しようと思う。 
 
はじめに 
最初に、中国で起きていた１つの事例をもとにして本稿の主題を引き出してみようと
思う。 
Yは不注意により、現金とその他貴重品の入ったバッグを紛失した。その後Yが、バ
ッグを拾得して届けてくれた者に対しては人民元１万元、関連情報提供者に対して３千
元を与える旨の広告を出したところ、Xがそのバッグを拾得して、自分が拾得者である
とともに情報提供者であると主張し、Yに対して１万３千元支払うように求めた。Yは
一万元のみ支払うと主張し、双方は何度となく協議を重ねたが合意に至らなかった。こ
のため、Yは警察に通報し、警察はXを召喚してXの拾得したバッグを押収し、かつX
が恐喝をおこなったとしてこれに行政処罰を加えた。Xは訴訟を提起し、一審ではXは
拾得したものをYに返還し、Yは約束通り報酬としてXに一万元支払え、という判決を
した。Yは控訴し、二審中国煙台市中級人民法院は《民法通則》79条2項の規定を依拠
として、遺失物の拾得者は拾った者を所有者に返還する法的義務があり、所有者に対す
る報酬請求権はないとして、一審判決を破棄し、XのYに対する一万元の支払請求を棄
却、という判決を言い渡したという事例(1)。 
筆者は、上記事案に対する判決は誤っていたと考える。その理由は、本質的に懸賞広
告の存在を承認しなかったからである。そこで、本稿では懸賞広告の性質についての分
析や日中両国における懸賞広告に関する現行条文や判例などを検討することを通じて、
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懸賞広告の全体像を明らかにしたい。 
 
一、懸賞広告の概念と性質、特徴 
(一)懸賞広告の概念 
 中国では一般に、懸賞広告とは広告者が公開の方法（声明の広告）によって行なうと
ころの、一定の行為を完成した者に広告中に約定した一定の報酬を支払う旨の意思表示
である、と考えられている(2)。 
 日本民法第３編債権中、第２章契約の第１節総則の第１款「契約の成立」において、
第529条「ある行為をした者に一定の報酬を与える旨を公告した者（以下この款におい
て「懸賞広告者」という。）は、その行為をした者に対してその報酬を与える義務を負う。」
との明文規定がある。 
(二)懸賞広告の性質 
法律上懸賞広告の性質をどのように考えるのか、すなわち、広告者がこのような給付
義務を負う根拠はどこにあるのかについて、理論上３つの学説がある。 
第一に、契約説。この説は、懸賞広告を１つの特殊な契約の申込と解するものである。
これによれば、広告内容に指定された行為をする者は、この申込に対して承諾をしてい
るとみる。それによって契約が成立するから、広告者は契約上の義務を負うことになる。 
現行の中国《民法通則》および《合同法》は、いずれも懸賞広告について何も規定し
ていないが、学説上は契約説が通説として採用されている状態である。日本民法の「契
約の成立」と題する款の中に懸賞広告の規定を置いていることからすれば、「広告」とい
う特殊形式による契約の申込と解するべきである。日本民法も契約説を採っている。そ
の根拠として以下の点が指摘される(3)。 
イ．契約総則中の「契約の成立」の款に規定されており、申込と承諾による契約の成立
に準じた構造、およびそれと同様の効果を有している。 
ロ．法律上特別な定めがない限り、単独行為により他の者の債権が発生するとは考えに
くい。 
ハ．広告を知らずに指定行為を完了した者に対する報酬請求を定めるドイツ民法６５７
条末段のような明文規定が存在しない。 
ニ．懸賞広告の撤回が認められる。 
第二に、単独行為説。懸賞広告は契約ではなく、単独行為あるいは一方のみの行為と
いうべきものであり、この単独行為によって指定した行為を完了した者に対して報酬を
与えるべき一種の条件付義務を負担すると説く。これは契約説に対する批判として展開
されたものであって、以下の点を批判の論拠とする。 
イ．民法上の規定の位置は本来便宜的なものであって、それを根拠に懸賞広告を契約と
見ることは理由付けに乏しい。 
ロ．ドイツ民法６５７条の規定の存在は、単独行為説の論拠になるとしても、この種の
規定が日本民法に欠如しているからといって、契約説を裏付けることにはならない。 
ハ．懸賞広告の存在を知らずに指定行為を完了した者がいる場合において、その者の承
諾なしに報酬請求権を帰属させたとしても、義務を負うものではない以上不当ではない。 
ニ．契約説は、指定行為の完了と承諾意思を結びつける結果、懸賞広告の機能を制約す
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る。 
ホ．申込の撤回が許されないのに対して懸賞広告のそれが許されることは、申込と承諾
が本来異質である懸賞広告の固有の性質から説明されるべきである。 
両説の最も大きな実際上の差異は、指定行為の完了者が懸賞広告の存在を知らずに指
定行為をなした場合に生じた。契約説によれば、広告を知らず指定行為をなすのは、申
込に応ずる意思を持っていないことになり、承諾とはいえず、広告者は報酬を与える義
務を負わない。他方、単独行為説では、指定行為の完了さえあれば、ただちに報酬請求
権が発生する。なお、優等懸賞広告では、応募が必要であることから、このような差異
は生じない(4)。中国民事法学において懸賞広告の性質は契約説が通説とされているが、
上記場合の懸賞広告の効力について、広告者は完了者に対し、懸賞広告を知るかどうか
を問わず、同じ給付義務を負う、という見解がある(5)。 
第三に、混同説。これは契約として処理できる懸賞広告については契約として処理し、
契約とするには適さない懸賞広告は単独行為として処理する説である(6)。けだし、この
説は、懸賞広告という懸賞広告という１つの行為について折衷的な二種類の異なる性質
を用いるという点で、理論上においても実務上においても非常な煩雑なものになってし
まい、実用性が低いといえるであろう。 
 単独行為説と考えると、確かにこれが契約的な性質を持つと考えることによって生じ
る複雑な問題を避けることができる。しかし、このように解することは、立法上の配列
と民法学の理論体系構築の上で困難な問題を生じさせる。すなわち立法上、懸賞広告を
債権編に置かずに別の編に配置しなければならず、民法全体の構築が破壊されてしまう
のである。これは、民法学の理論体系構築の面においても同様である。したがって、懸
賞広告は契約の性質を有する、とするのが最も合理的であろう。 
(三)懸賞広告の特徴 
 懸賞広告の性質を契約と解することによって、懸賞広告は以下のような特徴を有する
ことになる。 
 第一に、懸賞広告契約は、広告形式による申込を要件とする要式行為である(7)。 
懸賞広告の申込は一般の契約による場合と異なり、必ず広告という方式で行なわなけ
ればならない。懸賞広告の申込がいったんなされると、直ちに拘束力が生じ、広告者は
これを任意で撤回することができない。ドイツ民法典では、広告の方式を「公開の通告
による」ものと規定し、あわせて懸賞広告は行為の完了前のみなすことができるとする。
そして撤回は、懸賞広告と同様の方式による通告あるいは特殊な通告のみ有効である、
としている(8)。このような規定は参考に値する。ここで１つの事例を見てみよう。いわ
ゆる隠退蔵物資の情報を提供したら一定の報酬金を支払う、という政府の記者団に対す
る包括的計画案の発表と、これに基づく新聞報道を政府がこれを取消若しくは訂正の措
置をとらなかったとしても、これをもって懸賞広告による意思表示があったものと解す
ることはできないと判断された事例である（東京高判昭和２９年１月３０日判時２２号
８頁）。 
 第二に、懸賞広告は実践的な報奨行為である(9)。まず懸賞広告は実践的な契約であり、
承諾的な契約ではない。そして懸賞広告の実践性は、主に承諾の要件を行為者が懸賞行
為を完了することに求める点に現れている。懸賞行為が完了すると契約は有効に承諾さ
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れ、同時に履行が終了したことになる。つまり承諾と履行が同時に完了し、実際には承
諾と履行とが１つの行為なのである。この点はいかなる契約とも異なっている。次に懸
賞広告は報奨契約であり、その性質は有償契約である。よって懸賞行為の完了した者に
対して約定された額の報酬を給付することを要し、報酬のない「懸賞広告」は懸賞広告
ではない。 
 第三に、懸賞広告は、広告者による意思表示がなされた時点から指定行為が完了する
まで、任意、不特定の者を対象としている。新聞雑誌、テレビ、ネット上に掲載した場
合であっても、特定の者、たとえば家出した娘に対する意思表示などは、ここでいう懸
賞広告のための意思表示ではない。 
懸賞広告の目的は、懸賞広告中に指定された行為を完了することにある。よって単に
指定行為をする意思を表示し、またはその準備に着手しただけでは、報酬請求権を取得
することはない。つまり広告者は、指定行為完了者にのみ債務を負担するのである。 
 第四に、懸賞広告中で指定された行為、すなわち懸賞行為は合法的でなければならず、
公序良俗に反するものであってはならない。また、懸賞行為の種類について制限はなく、
広告者に経済的利益があるかどうかは問われない。例えば迷子の捜索、遺失物の拾得、
学術的発明・発見などが多い。 
 
二、懸賞広告における当事者の権利・義務関係 
(一)広告者の権利と義務 
第一に、広告者の権利について述べる。 
ア 懸賞行為完成による広告者の成果の受け入れ。 
懸賞広告において重視される目的は懸賞行為の結果であり、過程ではない。 
よって、行為者が懸賞行為を完了した時は、必ずこの行為の成果を広告者に提供しな
ければならない。そうしなければ懸賞行為の過程を実施するのみで、懸賞行為が要求す
る結果を実現していないから、懸賞行為を完了していないことに等しい。 
広告者は懸賞行為を受領する際、懸賞行為の成果について検査する権利があり、要求
と成果が合致しないときは異議を提出することができる。懸賞行為の成果の衡量基準は、
懸賞広告の内容をもって決すべきであり、懸賞広告に明確な基準がない時は、確実な根
拠ある基準によるべきである。なぜなら広告者が基準のあいまいさを口実として報酬支
払義務を逃れようとすることを防がなければならないからである。 
イ、懸賞広告が出た後、広告者は取消権を有する。 
広告者は自分の都合より、自らの意思により、適法に広告を取消すことができる。日
本民法における懸賞広告の取消（撤回）についての関連規定は、第５３０条である。「①
前条の場合において、懸賞広告者は、その指定した行為を完了する者がない間は、前の
広告と同一の方法によってその広告を撤回することができる。ただし、その広告中に撤
回をしない旨を表示したときは、この限りでない。②前項本文に規定する方法によって
撤回をすることができない場合には、他の方法によって撤回をすることができる。この
場合において、その撤回は、これを知った者に対してのみ、その効力を有する。③ 懸賞
広告者がその指定した行為をする期間を定めたときは、その撤回をする権利を放棄した
ものと推定する」。 
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このような規定から、広告者の取消権には以下のような特徴があると考えられる。 
①広告者が取消権を行使するためには、懸賞行為を完了した者がいない、すなわち懸
賞行為を完了される前であることを要する。広告者が適法にその行為を撤回したときは、
たとえ既に指定行為を行なう準備をし、またはその半分に成功した者であっても、これ
らの者に対してその費用を償還する義務を負うものではない(10)。 
②例えば懸賞広告を掲載した新聞が廃刊になったために、異なる新聞にその広告を撤
回する旨の広告をしたとすれば、後者の新聞広告を見た者に対してのみ撤回の効力が生
ずる。したがって広告者は、この者に対して報酬を与える義務を有する。なお撤回の広
告を知らなかったという事実は、報酬を請求する者において立証すべきであろう。 
③懸賞広告を撤回する旨の広告は、前の懸賞広告と同一の方法によらなければならな
い。 
④広告者が指定行為を完了すべき期間を定めた場合には、この時期までは広告の撤回
をしない意思を有すると一般的には考えられるので、広告者は当該取消権を放棄すると
いう推定を設ける。しかし広告者は、当該取消権を放棄する意思がない旨の反証がなさ
れたならば広告の撤回をすることができると解すべきであろう。 
⑤広告者が指定行為の履行期間を定めない場合、撤回をしない意思を明確に表示しな
い限り撤回ができるという見解もある。 
第二に、広告者の義務について述べる。 
ア 広告者は懸賞広告の内容により、行為者に対し報酬を給付する義務を負う。 
懸賞広告の内容というのは一般的に財産あるいは財産利益であると考えられている。
しかし、財産と財産利益だけではなく、精神的報償あるいは精神的利益をも含むとする
見解もある。懸賞報酬は懸賞広告の内容によって確定するものであるから、懸賞広告の
内容が精神的報奨あるいは精神的利益のみを指定するものであれば、そのように解する
ことも可能であると考えられよう。懸賞報酬の給付については、広告者は行為者に対し
てこれをなさなければならない。ここでもう１つの判例を挙げる。公募美術展の主催者
は入選作品を展示しなかったが、これについて主催者に展示義務があるとして違法性が
認定された事例である（「静岡県美術展展示拒否事件一審判決」静岡地判昭和４７年６月
２日判例時報６７１号２６頁）。 
 懸賞報酬は実際上１つに確定しており、不特定数存在することはない。しかし懸賞広
告が取消されていない状況で、指定行為を完了した者が複数いる場合にはどのように処
理すべきか、という問題が生じる。この点について日本民法第５３１条（懸賞広告の報
酬を受ける権利）に規定がある。「①広告に定めた行為をした者が数人あるときは、最初
にその行為をした者のみが報酬を受ける権利を有する。② 数人が同時に前項の行為をし
た場合には、各自が等しい割合で報酬を受ける権利を有する。ただし、報酬がその性質
上分割に適しないとき、又は広告において一人のみがこれを受けるものとしたときは、
抽選でこれを受ける者を定める。③前二項の規定は、広告中にこれと異なる意思を表示
したときは、適用しない」。 
 したがって、上記の問題点に対して、以下の方法で処理すべきと考える。 
①数人が懸賞行為を完了し、かつ行為の完了について優先順位の先後が確定できる場
合、報酬はそれを最初に完了した者に帰する。すなわち、広告者は最初に行為を完了し
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た者との間にだけ契約成立する（単独行為説をとれば、最初に行為を完了されることに
より、その者にたいして報酬を与える債務が生じる）(11)。 
②数人が同時に懸賞行為を完了した場合、各人が報酬の均等な部分を得る。報酬がそ
の性質により分割できない時、あるいは懸賞広告の内容によって一人しかそれを受け取
ることができない時は抽選によって確定する。抽選の方法に制限はなく、広告者が通常
の方式で行えればよい。中国の学者の主張によると、上記の場合において、もし、広告
者はもうすでに最初に懸賞広告の成果を交付した行為者に報酬を給付した時は、他の行
為者に対する広告者の報酬給付義務が消滅する(12)。 
③数人が協力して広告所定の行為を生じせしめた時、広告者は結果に対する各人の役
割を考慮して、公平原則に基づいて各人に分配する。 
④協力して当該行為を完了した時、行為者が一人でも分配に拘束力を認めなかった場
合、広告者は行為者が自ら行為者間でその権利の争いについて最終的に解決するまでは
履行を拒むことができる。但し、各行為者は全体の行為者の為に当該報酬を供託するよ
う請求することができる(13)。 
イ 懸賞広告取消による賠償義務がある。 
広告者はいったん懸賞広告を出すと、自己が広告中に指定した各項目について遵守す
る義務が生じ、有効に取消す場合を除いてはこれを任意で破棄することはできない。懸
賞広告の取消によって行為者に損害を与えた場合、それについて賠償すべき場合につい
て２つの立法例がある。一方はドイツや日本の場合であり、他方はスイスなどの場合で
ある。前者においては、行為者が、既に懸賞行為の実施に着手、あるいは準備をしたこ
とを行為者が知っている場合で、広告者が行為者を害する目的をもって懸賞広告を悪意
的に取消したならば、不法行為を構成するとして損害賠償をなすことになる。後者は、
行為者が当該行為を完了することは不可能であったことを広告者が証明しない限り、広
告者は行為者の善意で被った損害に対して損害賠償責任を負う。賠償範囲には指定行為
を完了するための準備、あるいは着手のための支出と、それに用いられた労働時間も含
む。 
 中国の司法の実践においては、ドイツや日本の方法を採用すべきであろう。すなわち
不法行為を構成するものについてのみ賠償を可能として、それ以外の指定行為完了のた
めの支出などに関しては賠償範囲に含まれない。なぜなら行為者は準備だけをしても成
果は生じていないため、事実上懸賞広告に対する有効な承諾とはいえず、懸賞広告契約
が有効に成立していないからである。 
（二）行為者の権利と義務 
第一に、行為者の権利について述べる。 
 ア 懸賞の報酬を請求する権利がある。行為者は懸賞行為完了後、広告者に懸賞の報
酬を請求する権利がある。このような行為者の報酬請求権と広告者の報酬給付義務とは
互いに一致するものである。報酬請求権は実体上の権利であり、行為者は広告者に対し
て直接行使することができる。また訴訟を提起し、裁判所の判決をもって行為者自身の
要求を満たすことができる。数人が懸賞行為を完了した場合には、最初に完了させた者
が報酬請求を取得することができる。数人のうちいずれのものが最初であるか明らかで
ない時は、すべての行為者が訴えを提起することができ、判決により決する。その際の
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挙証責任は各自が負うことになる。また数人が同時に指定行為を完了した場合は、均等
に分割された自己の持分についてのみ請求権を有する。協力して懸賞行為を完了させた
場合、懸賞報酬請求権は連帯債権となり、連帯債権者は共同して、あるいは単独で訴え
を提起することができる。 
 イ 広告者が詐欺行為をした場合の損害賠償請求権がある。広告者が懸賞広告を出し
た後悪意でこれを取消す行為は不法行為となり、行為者は当該不法行為に対する損害賠
償請求権を有する。なお賠償の範囲は財産上の損害に限られ、損害賠償請求権の行使期
間も通常の時効と同様の制約に服する。 
第二に、行為者の義務について述べる。 
 ア 懸賞行為を完了する義務がある。懸賞広告契約において、最も重要な義務は懸賞
行為の完了であろう。前述のように懸賞広告契約の特殊性によって行為者の承諾行為と
履行義務が一致しているのであって、懸賞行為の完了が懸賞行為の承認であるとともに
契約上の義務の履行なのである。行為者の義務の履行は準備、着手、実施、交付という
一連のプロセスではあるが、法が要求するのは、このプロセスの完全性ではなく、行為
の結果、すなわち懸賞行為の成果である。行為者がこの成果を広告者に交付することに
よって、広告者は懸賞広告の目的を実現できるのである。 
 イ 懸賞広告の成果を留置しないという義務がある。懸賞広告は一種の特殊な契約形
式であり、行為者が同時履行の抗弁権を主張することができないという内容を含む。つ
まり行為者は懸賞行為を完了した後、広告者の報酬支払債務不履行を理由に懸賞行為の
成果を留置することはできない。例えば、Ａが紛失したバッグを拾得して届けてくれた
者には10万の報酬を与える旨の懸賞広告を出した。Ｂがそのバッグを拾得して報酬を請
求したが、Ａは報酬の請求を拒絶したため、Ｂがバッグの引渡しを拒んだという事案で
ある。行為者Ｂがバッグを留置することは、同時履行の抗弁権を行使するに等しいもの
であり、上記のような法の要求に反する。よって、Ａの合法的な財産に対する侵害とし
て返還請求権の拒絶は不法行為を構成する。懸賞行為の成果に対する留置の禁止を行為
者の義務とすることは、同時履行の抗弁権を懸賞広告契約の効力から除くことになり、
広告者の合法財産の保護という観点から必要なのである。 
 
三、日本民法における「優等懸賞広告」に関する規定 
懸賞広告の種類は上記のような一般的な懸賞広告のほか、優等懸賞広告というものが
ある。日本民法において優等懸賞広告とは、広告に定めた懸賞行為を行なった者のうち、
優等者のみに報酬を与える特殊な懸賞広告である。例えば小説募集の広告で、応募作品
一等当選者には１００万円を進呈するというような場合があげられる。日本民法は、第
５３２条でこれを規定している。｢①広告に定めた行為をした者が数人ある場合において、
その優等者のみに報酬を与えるべきときは、その広告は、応募の期間を定めたときに限
り、その効力を有する。②前項の場合において、応募者中いずれの者の行為が優等であ
るかは、広告中に定めた者が判定し、広告中に判定をする者を定めなかったときは懸賞
広告者が判定する。③応募者は、前項の判定に対して異議を述べることができない。④
前条第二項の規定は、数人の行為が同等と判定された場合について準用する｣。 
 優等懸賞広告は、懸賞広告の一種であるから、前述した懸賞広告の特徴が基本的に当
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てはまる。また法的性質についても一般の懸賞広告の議論と同一である。但し優等懸賞
広告は、一種の特殊な懸賞広告として以下の点において注意すべきであろう。 
 第一に、優等懸賞広告の目的となりうる行為に制限はないが、学術的もしくは芸術的
労作、競技など、その種類は実に多様である。しかし、その行為は必ず優劣を定めるこ
とができる性質のものでなければならない。 
 第二に、優等懸賞広告中に応募期間を定め、記載しなければならない。なぜなら、応
募期間の定めがなければ永久に応募者が現れることになり、結局「応募者における優等
者」を決することができないからである。優等者を決することができないならば、優等
懸賞広告について法律上に規定される意義もなくなるだろう。 
 第三に、応募者とは広告の期間中に指定の行為を完了して、応募に応じる旨を通知し
た者である。行為が完了する時期は、原則として懸賞広告が出される前であってもよい
が、応募は必ず期間中になされることを要する。 
 第四に、優等者とは応募中における相対的な優等者であって、客観的な基準による絶
対的な優等者ではない。よって「優等者なし」と判定することは、原則として許されな
いと解すべきである。学術論文の募集のように、ある程度の客観的標準を予定するよう
な特別事情はあるときは、一般の標準に従っての優等を意味する。したがって、この基
準に達する者がなければ「優等者なし」と判定することも許される。しかし、広告者は
信義則に反しないようにすべきである(14)。「優等者のみ」という場合における「優等者」
は、一人に限らず数人でもよく、一等、二等、三等というように等級が分かれてもよい。
但し懸賞広告の内容において、おのずから客観的基準が決まっている場合や、広告者が
あらかじめ規定と異なる基準を定める旨の表示がある場合、例えば「優秀な者がいなけ
れば一等は置かない」というとき、これに従うことは勿論である。また特別な意思表示
がなくとも、支払われるべき報酬の総額が同じである限りにおいて、「一等に該当する者
がいないから二等を２名にする」という判定を行なっても差し支えないと解すべきであ
る。 
 第五に、広告者は、応募があったときは、優等者を判定する義務を負う。優等者の判
定は、誰が行うかについて、広告中判定者が定めた場合、判定者は判定を行う、定めが
なかった場合、懸賞広告者が自身で行う(15)。それに、優等者に報酬を与えることに尽
きる。 
 第六に、判定者は判定をしない時は、｢自分のものが確かに一等の値打があると信じる
から、一等の賞金を給付すべし｣という給付の訴を提出することはできない。契約説によ
れば、広告者は応募者に対し、一人一人対応して｢判定して賞金を授与する｣という債務
を負うことになると説明すべきである。しかし、実際問題としては、優等になるかどう
かもわからないのに、｢判定せよ｣という訴をすう者も稀であろう。行政的な取締でもな
いと、不都合な広告をする者を押えつけることはむずかしいであろう(16)。ここで広告
者が応募作品を採用するか否かの権限に関する１つの事例を紹介する。出版社から、投
稿論文を審査して掲載の当否を決定する権限を与えられた編集人が、約５年間右決定を
しなかった場合において、編集人の不法行為が否定された事例である（東京地判平成元
年１０月１６日判タ７３８号１４１頁）。 
第七に、応募者は、判定の結果に対して異議をのべることはできない。作品で偽作で
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あることか、応募資格がないものであるとかを理由に判定の無効を主張することはでき
る。 
 第八に、複数の行為者が同等と判定されたときは、分割かまたは抽選で決定する。 
第九に、懸賞広告中で指定された判定者ならびに広告者は、応募者の作品上の所有権、
著作権、または特許権などの権利を当然に取得するものではない。ただし広告に特段の
定めがあれば、これに従うべきである。もっとも文芸作品における懸賞作品募集の場合、
当該定めが置かれていることが多いだろう。 
 
四、 懸賞広告と中国《民法通則》第７９条 
中国《民法通則》ならびに《合同法》のいずれにおいても、懸賞広告に関する規定は
ないが、その一方で懸賞広告を禁止する規定も存在しない。実務において政府機関も懸
賞行為をなすことがある。例えば偽ブランド品摘発キャンペーンなどがその例であり、
「摘発一につき賞金一」などという広告を出して、人々に摘発行為を促している。この
点をみると中国の場合、懸賞広告は確かに積極的意義と価値を有しているのである。こ
のような中国の法律実務を鑑みても、懸賞広告の法的性質を契約と捉える通説は合理的
なものといえる。近年、中国では懸賞広告に沿った判決も出ている。その１つの事案を
見てみよう。 
 Ａは人民元１０万元と各種手形総額８万元などの入った鞄を紛失した。紛失直後、テ
レビ局やラジオ局を通じて、鞄を拾得して届けてくれた者に１万５千元を報酬として与
える旨の懸賞広告を出した。１０日後、Ｂがその鞄を拾得してＡに１万５千元を支払う
ように求めたが、Ｂは２千元のみの支払いを主張した。政府機関が調停を行なったが、
Ａは１万元のみの支払いしか同意しなかったため、Ｂが鞄の返還を拒否した。裁判所は、
当事者双方の権利義務関係は明らかであり、事実上契約の責任を認定することができる
として、Ａに対して１万５千元の報酬の支払いを命じ、Ｂに対して鞄の返還せよ、との
判決を言い渡した(17)。 
 司法の実践においては、懸賞広告の存在価値と具体的な適用について大多数が肯定す
る姿勢を見せている。中国人民法院は、広報１９９５年第２期で、李氏が朱氏に対して
提起した懸賞広告紛争事件の控訴審について触れ、懸賞広告を承認して懸賞広告所定の
報酬を支払うとの判決を支持している。また中国人民法院応用法学研究所の編纂する『人
民法院審判例集』において、いくつかの懸賞広告に関する判例が掲載されており、大勢
の裁判所は懸賞行為者の請求を認めている。しかし、本稿最初に挙げた煙台市中級人民
法院が懸賞広告について本質的に承認しなかった根拠は、《民法通則》７９条２項を適用
したことにある。《民法通則》７９条２項とは次のような規定である。 
「拾得した遺失物、漂流物または逸走した飼育動物は、これを所有者に返還しなければ
ならず、このために支出した費用は、所有者がこれを返還する」 
当該規定はもちろん法的効力を有するが、理論上ならびに実務上の観点から２つの問題
を検討する余地があろう。 
 第一に、紛失者が物を紛失した場合、拾得者に対して賞金付きの懸賞広告を出したな
らば、広告者は当然この法律行為に拘束される。この拘束力は民法通則７９条２項と矛
盾するものではない。拾得者は持ち主に遺失物を返還する義務を負うと同時に、懸賞広
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告の中で示された賞金を求償する権利がある。一方、持ち主は遺失物返還を要求する権
利があると同時に、拾得者に対して約定通りの賞金を給付する義務を負う。当該中級人
民法院の判例における過ちは、《民法通則》７９条２項と懸賞広告を対立する存在ととら
え、行為者が報酬を求める権利を、法に依拠しない不当利益の追求であると判断したこ
とにあろう。当該中級人民法院の事案そのものは本来、民法の信義誠実の原則に違反し
ていたわけではなかったのである。 
 第二に、民法通則においては遺失物、漂流物に関する民事責任の規定が不完全、不合
理であると思われる。中国の古代立法と主要諸国の民事立法を見てみると、遺失物の拾
得者が物を持ち主に返還したしたときは、持ち主は拾得者に対して一定の賞金、報酬を
与えるべきとする規定が存在していた。さらに持ち主がいない、あるいは一定期間を過
ぎても見つけられない場合には、遺失物の半分を公の機関に給付し、半分は賞金として
拾得者に褒賞するという規定も存在した。このようにすれば懸賞広告の合法性を承認し、
遺失物を拾得した者がいる場合においても隠匿行為を防止することができる。このよう
に考えると懸賞広告の承認は、社会において公序良俗ならびに信義誠実の原則を遵守す
るための積極的な意義を有することになろう。 
 
五、おわりに 
  
近年、中国経済は急速に発展している。中国民法の理論研究は、このような経済発展
とともに大幅に進歩したといえる。その一方で、民事法と司法制度全般を鑑みると、市
場取引秩序のルールを打ち立てるためのプロセスにおいて、問題は絶えることなく現在
も浮上している。中国民事法における重要な契約形式の１つである懸賞広告の現状に対
して、一日も早く法の空白を補填するとともに、取引活動促進のため、さらなる民事主
体の権利保護実現に向けてこれからも民事法の研究続けていきたい。 
 
(ご・てつ 本研究科博士後期課程) 
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